
デジタルの力を活用した地方創生と地域振興の推進

令和５年度 内閣府重点施策

 デジタル田園都市国家構想実現に向けた総合的な支援（デジタル田園都市国家構想交付金）◎
 テレワークの推進等による地方における仕事づくりとデジタル人材など人材の育成・確保◎
 「転職なき移住」の推進や地方大学等の魅力向上等による人の流れの強化◎
 スーパーシティ等の推進など魅力的な地域づくりの推進◎☆
 地方分権改革の推進（提案募集を通じた地方への権限移譲・規制緩和）◎
 規制改革の推進（スタートアップ・イノベーション、グリーン、医療・介護・地域産業活性化）◎

※凡例「◎」予算要求、「□」税制改正要望、
「◆」機構定員要求、「☆」法律改正

 戦略的な研究開発の推進等による研究力・人材育成の強化◎
（SIP※/PRISM※、国際頭脳循環※の強化 等）
 スタートアップ・エコシステムの抜本的強化◎□
（SBIR制度※の抜本拡充等）

 ＥＢＰＭ推進にも資するリアルタイムデータの活用・研究◎
 シミュレーション分析や将来推計のための計量モデル拡張・整備◎◆
 デジタル経済・グリーン成長に関する統計・指標の研究◎
 Well-beingに関する調査◎

経済再生や持続可能な社会の実現に向けた経済財政政策の推進

スタートアップ支援など成長を支える科学技術・イノベーション政策等の推進

〇適切かつ機動的な経済財政運営のための経済分析力の強化 〇民間活用や官民連携の推進

〇スタートアップ支援等イノベーション力の強化 〇知的財産戦略や宇宙戦略の推進等

〇デジタルの力を活用した地方創生の推進 〇沖縄経済やアイヌ文化の振興等

※SIP…戦略的イノベーション創造プログラム。基礎研究から出口（実用化・事業化）までの研究開発を一気通貫で推進し、府省連携による分野横断的な研究開発に産学官で取り組む事業。
※PRISM…官民研究開発投資拡大プログラム。総合科学技術・イノベーション会議（CSTI）がイニシアティブを取って、各府省における研究開発等の実施・加速等を推進する事業。
※国際頭脳循環…重要先端分野等において日本のトップ研究者と欧米等のトップ研究者との国際共同研究を戦略的に推進するとともに、そのネットワークを活用して、若手研究者の海外派遣を行うなど人材育成も含めた仕組み。
※SBIR…Small Business Innovation Research. スタートアップ等による研究開発を促進し、その成果を円滑に社会実装し、我が国のイノベーション創出を促進するための制度。

 休眠預金等活用法の見直しに向けた取組☆
 NPO法に基づく各種事務のオンライン化の促進◎
 新たな分野・地域への活用拡大によるPPP/PFIの推進◎☆□
 交付金の拡充などによる成果連動型民間委託契約方式（PFS）の普及促進◎
 公益法人制度の利便性の向上◎◆ 等

「経済財政運営と改革の基本方針2022（骨太方針）」に基づき、日本経済の再生や持続可能な社会の実現に向け、官民連携を推進しつつ、適切な経済財政運営を行う。

スタートアップの支援を始めとする科学技術への投資の抜本拡充等を通じて、科学技術立国の再興等を図る。

 標準の戦略的活用の推進やクールジャパンの再起動など知的財産戦略の推進◎
 デジタル時代に対応した著作権制度・関連政策の改革の推進☆
 実用準天頂衛星システムや宇宙分野における基盤技術の開発など宇宙空間の開発・利用の戦略的な推進◎
 健康・医療戦略の推進◎ 等

デジタルの力を活用した地方創生を進めるとともに、沖縄などの地域振興を推進する。

 「強い沖縄経済」の実現に向けた沖縄振興策の総合的な推進◎□◆
（公共事業関係費等、沖縄振興一括交付金、沖縄科学技術大学院大学、

沖縄型スタートアップ支援等）
 アイヌ政策推進交付金を活用したアイヌ文化の振興等に係る市町村の取組の推進◎

等
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社会に貢献した者への表彰や、国民への説明責任を果たすための環境整備など、国民生活を支える行政基盤を整備する。

経済安全保障の強化など安全・安心な暮らしの実現

令和５年度 内閣府重点施策

 被災者支援の充実・強化やデジタル技術を活用した防災・減災支援☆◎◆
 避難対策の強化や防災教育の推進及び防災ボランティアとの連携◎
 原子力防災対策の充実・強化◎◆
 交通安全思想の普及徹底等の交通安全対策の強化◎

等

 新たな国立公文書館建設に向けた取組◎
 政府広報・国際広報の積極的かつ効果的な展開◎
 栄典事務の適切な執行等◎ 等

女性や障害者など全ての人が参加し能力を発揮できる社会の実現

 障害者差別解消に係る相談体制の整備促進など障害者施策の推進◎
 各地域における実態やニーズを踏まえた積極的な就職氷河期世代への支援◎◆
 「東南アジア青年の船」事業などの青年国際交流事業の実施◎

等

〇女性版骨太の方針に基づく取組の推進 〇障害者や氷河期世代への支援等

〇経済安全保障等の強化 〇国民の安全な生活基盤の整備

「女性活躍・男女共同参画の重点方針2022（女性版骨太の方針2022）」に基づく取組や、障害者差別解消や就職氷河期世代への支援等により、全ての人が参加し能力を発揮できる社会の実現を目指す。

 女性の経済的自立支援
女性デジタル人材の育成◎
地域におけるジェンダーギャップの解消◎

 女性が尊厳と誇りを持って生きられる社会の実現
DV対策の強化◎
性犯罪・性暴力、アダルトビデオ出演被害対策の強化◎◆

 男性の家庭、地域社会における活躍の促進
 女性の登用目標達成に向けた取組

経済安全保障推進法の着実な施行など経済安全保障等の強化を図るとともに、国民の生命・財産・暮らしを守る防災対策の推進等により安全・安心な暮らしを実現する。

 経済安全保障推進法に基づく安全保障の確保に関する経済施策の着実な推進◎◆
（サプライチェーンの強靭化、特許非公開等の環境整備等）
 経済安全保障重要技術育成プログラムの強化◎◆
 安全・安心に関するシンクタンク機能立上げ◎◆
 海洋政策の総合的・戦略的な推進◎◆

海洋産業ビジョン（仮称）の策定
ＥＥＺにおける洋上風力発電への取組等

 特定有人国境離島地域に係る地域社会の維持等のための取組の推進◎
 重要土地等調査法に基づく土地等利用状況調査等の着実な実施◎◆
 拉致被害者等への支援◎
 国連PKO等への参加等を通じた国際平和への貢献◎
 北方領土問題に係る国民世論の啓発等◎
 遺棄化学兵器の発掘・回収及び廃棄◎
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国民生活を支えるための行政基盤の整備

※凡例「◎」予算要求、「□」税制改正要望、「◆」機構定員要求、「☆」法律改正
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